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令和元年６月21日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2019」等において地方⾃治体⾏政の
様々な分野で、業務プロセスやシステムの標準化等による業務効率化を進めることとされたことを受け、地方
公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）（以下「標準化法」という。）が定めら
れ、令和５年３⽉29⽇に「地⽅公共団体情報システムの標準化に関する法律第２条第１項に規定する標準化対
象事務を定める政令（令和４年政令第１号）」の⼀部改正により、⼈⼝動態調査事務も標準化対象事務に追加
された。

このため、人口動態調査事務において市区町村で導入されている⼈⼝動態調査事務システムは、標準化法第
８条第１項に基づき、標準化法第５条第２項第４号に規定する標準化基準に適合した標準準拠システムへと移
⾏しなければならないこととなった。

以上の経緯を踏まえ、令和５年８月に標準仕様書【第1.0版】を策定し、令和７年１月、令和７年８月にそれ
ぞれ改定版となる標準仕様書【第2.0版】及び標準仕様書【第3.0版】を公表した。

令和８年度においては、政府⽅針や制度改正の動向、⼾籍などの関連業務分野の検討状況やシステムの変更
に伴い、標準仕様書改定の要否にかかる影響について調査・研究を進めていく。あわせて、標準準拠システム
への移⾏後の運⽤開始に伴い、疑義等への対応が発⽣することが想定されるため、地⽅自治体事務等の実態調
査を更に進めつつ、新たに標準仕様書に規定すべき要件や規定要件の⾒直し等を⾏う必要がある。

背景と目的



今年度のスケジュールは下記のとおり。第１回検討会以降に対象ベンダーに対して状況確認を⾏い、方針検
討に着手する。

令和８年度のスケジュール
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今年度は以下の項目について検討を⾏う。主な検討事項は、経過措置対象機能等の⾒直しとなる。

令和８年度の検討事項

対象ドキュメント改定項目カテゴリNo.
• （別紙2-1）機能・帳票要件経過措置対象機能等の⾒直し経過措置に係る対応１

• （別紙2-1）機能・帳票要件
• （別紙3）帳票詳細要件

誤記の修正事務局で標準仕様書の改定が
必要と判断した事項

２
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経過措置に係る対応
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経過措置に係る対応

現
状

方
針

対
象
機
能

• 「地方公共団体情報シス テム標準化基本方針針（令和６年（2024年）12月24日閣議決定）」にお
いて、経過措置の対象機能については、遅くとも令和10年度末まで中に制度所管省庁において、所
要の検討を⾏うこととされている。

• 経過措置の対象機能について、実装類型等の⾒直しを⾏う。
• 実装類型等の⾒直し有無に関わらず、全国意⾒照会を⾏い、その結果を踏まえた方針を検討会に

諮って、標準仕様書へ反映する。

• 機能ID︓0380001
• 機能ID︓0380002
• 機能ID︓0380036
• 機能ID︓0380041
• 機能ID︓0380045
• 機能ID︓0380046
• 機能ID︓0380048

• 機能ID︓0380049
• 機能ID︓0380268
• 機能ID︓0380272
• 機能ID︓0380280
• 機能ID︓0380294
• 機能ID︓0380297
• 機能ID︓0380298

• 機能ID︓0380299
• 機能ID︓0380301
• 機能ID︓0380308
• 機能ID︓0380309
• 機能ID︓0380310
• 機能ID︓0380311
• 機能ID︓0380312

※対象は21機能、詳細は（別紙2-1）機能・帳票要件をご参照ください。



実装類型等の⾒直し観点
実装類型等の⾒直しは、以下の観点も踏まえ｢実装必須機能｣として要件を維持する必要があるかについて判断

を⾏った。
内容観点No.

• リソース⼜は開発期間の不⾜により、機能の開発を後回しとした
＜主な理由＞
• 新たに⽣じた制度改正等の対応を優先した
• 令和７年度中の実装に品質⾯で懸念が⽣じた
• 現⾏システムにおいて未搭載の実装必須機能が多く、優先順位をつけて開

発をすることとした

リソース⼜は開発期間の不⾜①

• 当該機能について、仕様・解釈等が明確でないことから、開発が困難とさ
れたもの

• 標準仕様書間や外部システム仕様書との不整合があり、開発が困難とされ
たもの

要件上の疑義②

• 代替措置によって事務運⽤が煩雑になり住⺠サービスに影響があるもの住⺠サービスへの影響③
• ⾃治体の事務効率向上への効果が⾒込まれ、過度な費⽤を必要としないと

考えられるもの
事務効率向上④

• 法令等で規定されているもの制度上の要請⑤
• デジタル社会のあるべき姿を視野に設定されたもの
• 標準オプション機能とした場合、事務フローの標準化が難しくなるもの

政策的観点⑥
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実装類型等の⾒直しフロー
「未実装機能・未実装帳票」については、「実装必須機能」として要件を維持する必要性があるか検討・判

断し、その必要性が認められない場合には標準オプション機能・標準オプション帳票」へ要件変更を⾏うこと
とする。

⾒直しを検討

経過措置の対象機能（21機能）

判断実装類型の⾒直し等を実施しな
い（現⾏の実装類型を維持）

全国の自治体に⾒直しの内容を展開し、妥当性を確認（意⾒を収集）する。

⾒直しの内容に全国の自治体から寄せられた意⾒を反映した内容に対して、
最終確認を⾏う。

個別の機能を｢実装必須機能｣として要件を維持する必要があるか判断する。

全国意
⾒照会

検討会

厚⽣労働省
（事務局）
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経過措置のうち、検討対象と検討対象外は下記のとおり。

実装類型の⾒直し
対象機能数

無し有り

21０21

※各機能の検討内容については次頁のとおり

■実装類型の⾒直しの内訳

経過措置に係る対象機能



⾒直し
内容判断理由ベンダーの対応状況等⾒直し

有無機能要件機能IDNo.

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和10年３月）

無調査票作成時、届書の処分決
定⼜は決裁時に⼾籍情報シス
テムから届書情報を受信でき
ること。

0380001１

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和10年３月）

無火葬等許可事務システムに、
死産票情報を提供できること。

0380002２

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和10年３月）

無EUC機能を利⽤して、データ
の抽出・分析・加⼯・出⼒が
できること。

0380036３

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和10年３月）

無出⼒可能な帳票が複数存在す
る場合、出⼒可能な帳票種類
が一覧形式で表示され、一括
で出⼒する帳票を指定できる
こと。

0380041４

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和10年３月）

無取得対象︓(a)照会、(b)帳票
発⾏、(c)調査票作成、(d)調査
票修正、(e)調査票削除
記録対象︓操作者ID、開始日
時、終了日時、端末名、機能
名

0380045５

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和10年3月）

無記録対象︓印刷者ID、印刷日
時、帳票名、操作者ID、印刷
プリンタ（⼜は印刷端末名 ）、
部数、公印出⼒の有無、発⾏
番号

0380046６
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対象機能の⾒直しの要否に係る検討結果（１/４）
対象機能の⾒直しの要否に係る検討結果は下記のとおり。



⾒直し
内容判断理由ベンダーの対応状況等⾒直し

有無機能要件機能IDNo.

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和10年３月）

無・システムの利⽤者及び管理
者に対して、個人単位で I D 
及び パスワード、利⽤者名称、
所属部署名称、操作権限（入
⼒処理や表示・閲覧等の権
限）、利⽤範囲及び期間が管
理できること。
・職員のシステム利⽤権限管
理ができ、利⽤者とパスワー
ドを登録し利⽤権限レベルが
設定できること。
・操作者 ID とパスワードによ
り認証ができ、パスワードは
利⽤者による変更、システム
管理者による初期化ができる
こと。

0380048７

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和10年３月）

無・アクセス権限の付与は、利
⽤者単位で設定できること。
・アクセス権限の設定はシス
テム管理者により設定できる
こと。
・アクセス権限の付与も含め
たユーザー情報の登録・変
更・削除はスケジューラ―に
設定する等、事前に準備がで
きること。
・また、事務分掌による利⽤
者ごとの表示・閲覧項目及び
実施処理の制御ができること。

0380049８
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対象機能の⾒直しの要否に係る検討結果（２/４）
対象機能の⾒直しの要否に係る検討結果は下記のとおり。



⾒直し
内容判断理由ベンダーの対応状況等⾒直し

有無機能要件機能IDNo.

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和11年３月）

無調査票の作成が必要な届書レ
コードが存在する場合、メッ
セージを表示し処理を継続す
るか終了するか選択できるこ
と。

0380268９

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和11年３月）

無調査票種別、事件簿番号、事
件発⽣日、受付日、受領番号
で、作成済み調査票を検索で
きること。

038027210

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和９年３月）

無調査票データの印刷ができる
こと。

038028011

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和９年３月）

無送付票情報を保存できること。038029412

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和11年３月）

無処理年を指定することで、送
付票情報を検索できること。

038029713

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和11年３月）

無機能ID︓0380297での検索結
果を一覧で表示できること。
無

038029814

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和11年３月）

無機能ID︓0380298での検索結
果について1件ずつ送付票出⼒
範囲情報が表示できること。

038029915
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対象機能の⾒直しの要否に係る検討結果（３/４）
対象機能の⾒直しの要否に係る検討結果は下記のとおり。



⾒直し
内容判断理由ベンダーの対応状況等（※）⾒直し

有無機能要件機能IDNo.

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和11年３月）

無既存の送付票を一覧から選択
し出⼒できること。

038030116

－対応済みのため、対象外。リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしていた。
・対応済

無以下の項目をシステム入⼒し
て印字ができること。
・届出人の⼾籍（国籍）の表
示
・届出人の氏名
・届出の要旨

038030817

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和11年３月）

無支所名、死産があったとき、
受付日を指定することで、死
産票情報を抽出できること。

038030918

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応予定有（令和11年３月）

無機能ID︓0380309の検索結果
を一覧で表示できること。

038031019

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応済
・対応予定有（令和11年３月）

無機能ID︓0380310で表示され
た死産票一覧から選択した死
産票について死産届の受理証
明書の出⼒イメージを表示で
きること。

038031120

－⾒直しの観点及びベンダーの対応状
況等をふまえ、⾒直し不要と判断。

リソース⼜は開発期間の不⾜により、
機能の開発を後回しとしている。
・対応済
・対応予定有（令和11年３月）

無機能ID︓0380310で表示され
た死産票一覧から選択した死
産票について死産届の受理証
明書を出⼒できること。

038031221
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対象機能の⾒直しの要否に係る検討結果（４/４）
対象機能の⾒直しの要否に係る検討結果は下記のとおり。

※︓対応状況が複数ある場合は、2社以上の事業者において異なる対応状況が確認されたため
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事務局の判断により改定が必要と判断した事項



現
状

方
針

仕
様
書
案

• 標準仕様書【第3.0版】（別紙2-1）機能・帳票要件、（別紙3）帳票詳細要件において、誤記とな
る箇所がある。

• 該当箇所を修正する。

上記方針にあわせて、標準仕様書の（別紙2-1）機能・帳票要件、 （別紙3）帳票詳細要件を改定する。
詳細はAppendixを参照。

16

誤記の修正
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• 機能ID︓0380081の「機能要件」の誤記を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙2-1）機能・帳票要件
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• 機能ID︓0380130の「小項目」を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙2-1）機能・帳票要件
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• 機能ID︓0380239、0380240の「小項目」、「機能名称」の誤記を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙2-1）機能・帳票要件
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• 機能ID︓0380276の「機能要件」の誤記を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙2-1）機能・帳票要件
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• 帳票ID︓0380012の「媒体出⼒内容」の誤記を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙3）帳票詳細要件


